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【要旨】本研究の目的は、認知症予防教室終了後の自主活動グループの実態を明らかにし、参
加者に必要な支援について検討することとした。対象者は、「自主活動グループ参加者の交流会」

（以下、OB 会）に参加した高齢者40名であった。本研究での認知症予防教室は、運動、ゲーム性
の高いアクティビティー、栄養教室などの複合型のプログラムを実施した。その他、３回の学習
会を設けた。自主活動グループ結成時の継続率は86.2％であった。OB 会の参加動機は、他の地
域での活動を知りたいが最も多かった。今回の認知症予防教室のプログラムが、終了後の自主活
動グループへ参加したいという継続意識を高める効果があったと考える。さらに、認知症予防に
効果的な生活習慣を維持するためには、地区ごとの交流や自主活動グループの意義を確認できる
OB 会の実施や活動内容への支援が必要であると考える。

（自主活動／認知症予防）
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Ⅰ．緒　　言

高齢者の健康課題においては生活習慣病などの疾病
予防に加え、健康で自立した期間の延長のための介護
予防が重要となっている。日本の65歳以上の高齢者で
は認知症の有病率が15％で1）、高齢になるほど認知機能
に障がいをもった者が増加するという報告もある2）。介
護が必要になった主な原因は、脳血管疾患についで認
知症が高い割合を占めている。さらに、今後も高齢化
が進むことで認知症の有病率は高くなると予測されて
いる。

認知症はアルツハイマー型認知症が45.1％、血管性
認知症が29.5％を占めており3）、生活習慣が大きなリス

ク要因となることが明らかとなっている4）。そこで、生
活習慣を改善し認知症を予防することを目的とした介
護予防教室が地区単位で様々な形で行われている5-9）。
認知症予防の介入は、予防教室に参加しなかった高齢
者と比較して、参加した高齢者の認知機能や身体活動
が改善したという報告が多く効果的と考えられている
10,11）。しかし、予防教室終了後に自主活動グループに移
行した参加者は５～７割程度にとどまっている10,12-14）。
このように、高齢者を対象とした認知症予防教室終了
後の効果や継続の必要性は明らかになっているが、そ
の一方で、継続を推進することの難しさも示されてい
る。

介護予防教室の継続に関する先行研究では、運動継
続のために「生活パターンへの取り込み」13）や、「何回
か休んでも再開する自信」の必要性と14）、事業参加によ
る「楽しみ」や「仲間づくり」「体調変化の自覚」14）な
どが報告されている。

そこで、本研究の目的は、認知症予防教室終了後の
自主活動グループの実態を明らかにし、参加者が必要
とする支援について検討することとした。

（voluntary participation / dementia prevention）

実 践 報 告
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Ⅱ．方　　法

１．対　　象
アンケートの対象は、A、B、C、D 地区の自主活動

グループ参加者の内「自主活動グループ参加者の交流
会」（以下、OB 会）に参加した高齢者40名であった。

２．認知症予防教室
認知症予防教室の各回の内容は表１に示した。認知

症予防教室は2012年～ 2015年までの４年間行い、各年
度２会場で実施し、合計８地区で認知症予防教室を行っ
た9）。その内容は、週１回の定期的な筋力トレーニング
やストレッチなどを組みあわせる運動や、ゲーム性の
高いアクティビティー（脳トレーニング）などが中心
であった。運動は、東京都健康長寿医療センターが作
成した「認知症に強い脳を作る　運動のすすめ」15）を
参考にし、健康運動実践指導者の指導のもと、１回60
～ 90分、計10回実施した。栄養教室は、東京都健康長
寿医療センター研究所が作成した「認知症に強い脳を
作る料理のすすめ（標準コース）」15）を参考に、レシ
ピ作成のグループワークを１回90分、計３回実施した。
ウォーキングマップのプログラムは、自らの生活圏を
新しく見直しながら楽しく参加し、グループづくりが
できるような雰囲気づくりを大切にした。その作成し
たマップによるウォーキングも行った。さらに、毎日
取り組めるプログラムとしては、医師や保健師ととも
に個別的な目標管理によるストレッチの継続とウォー

キングなどを設定した。その実施は、行動目標の達成
度および体重、歩数などを記録表に記録した。

学習会は、１か月に１回、計３回、認知症に関する
知識、運動、食事に関する内容で30分程度の講義を行っ
た。

３．自主活動グループ
認知症予防教室を終了した後もグループ活動の継続

を希望した高齢者で結成しているグループであった。
自主活動グループは、８地区中６地区で発足しており、
A、B、C、D 地区は出雲市のフォローアップを受けて
いる。G 地区は自主活動グループの結成を検討してお
り、H 地区は認知症予防教室時から脱落者が多く、自
主活動グループは結成されていなかった。自主活動グ
ループは、各会場の教室終了者が企画・運営を行って
いた。

４．自主活動グループ参加者の交流会（OB 会）
OB 会は、認知症予防教室終了後に発足し活動してい

る自主活動グループの参加者を対象とした交流会であ
る。その内容は、参加者全員で運動と脳トレーニング
を行うことと、各会場の取り組みに関する情報交換と
相互相談であった。

５．調査内容
アンケートの調査内容は、自主活動グループに関す

る意識として「認知症予防に効果がある」「楽しい」「続

回 内　　容 具体的な内容

１ 初 回 調 査 医師面談、運動機能検査、生活習慣調査、心理検査（ipad・ファイブコグ）
心電図検査、血圧測定、身体計測

２ 運 動 教 室 運動＋脳トレーニング

３ 運 動 教 室 運動＋脳トレーニング

４ 学 習 会 運動についての講義＋運動＋脳トレーニング

５ 栄 養 脳 ト レ ① 献立を考えて脳トレーニング

６ 運 動 教 室 運動＋脳トレーニング

７ 運 動 教 室 運動＋脳トレーニング

８ 学 習 会 食事についての講義＋運動＋脳トレーニング

９ 栄 養 脳 ト レ ② 献立を考えて脳トレーニング

10 運 動 教 室 ウォーキングマップ作成

11 運 動 教 室 ウォーキングマップにそってウォーキング　　　　　　　　　　　

12 学 習 会 認知症についての講義＋運動＋脳トレーニング

13 栄 養 脳 ト レ ③ 献立を考えて脳トレーニング

14 運 動 教 室 運動＋脳トレーニング

15 後 期 調 査 医師面談、運動機能検査、生活習慣調査、心理検査（ipad・ファイブコグ）
血圧測定、身体計測

表１　認知症予防教室の内容
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けたい」「今のメンバーで続けたい」の４項目と現在の
生活状況「物事を計画する頻度」「新しい料理」「旅行の
計画」「パソコンの使用頻度」「ウォーキング」、OB 会
の参加動機について質問した。

６．分析方法
１）認知症予防教室終了後から自主活動グループでの
継続率

自主活動グループへの継続率は、教室終了直後と
2016年３月の時点で自主活動グループに参加していた
人数を認知症予防教室終了時の参加者数で除して算出
した。
２）アンケート調査

調査項目の分析は記述統計量を算出した。

７．倫理的配慮
研究対象者に対して、調査目的と意義、プライバシー

保護および質問紙の回収をもって同意とみなすことな
どを説明した。調査用紙は無記名自記式質問紙調査と
した。回収は、会場に回収箱を設置し、OB 会終了後に
回収した。

Ⅲ．結　　果

１．自主活動グループへの継続率
A ～ H 地区における認知症予防教室の終了者は116名

であった。終了後の自主活動グループは、８地区中６
地区で結成され、OB 会開催時に1地区が検討中であっ
た。

自主活動グループを結成した６地区の内、出雲市に
よる認知症予防教室終了後のフォローアップを行った
A ～ D 地区までの教室終了者数は58名で、自主活動グ
ループ結成時の人数は50名（継続率86.2％）であった。
教室終了者の内2016年３月まで自主活動グループを継
続していた者は44名（継続率75.9％）であった。

また、２地区で自主活動グループへの新たな入会者
があった。（表２）

２．OB 会参加者の背景
OB 会に参加した者は男性５名、女性35名で、平均年

齢73.07歳であった。
OB 会への参加動機は、他の地域での活動を知りたい

が16名（40.0％）、健康の維持・増進、疾病予防につい
て知りたい11名（27.5％）であった。一方、なんとなく
参加したが５名（12.5％）であった。

３．認知症予防教室終了後の自主活動グループに対す
る意識

認知症予防教室終了後の自主活動グループに対する
意識は、「認知症予防効果がある」に対して非常にそ
う思う者が14名（35.0％）、かなりそう思う者が18名

（45.0％）であった。同様に、「楽しい」「続けたい」「今
のメンバーで続けたい」について、非常にそう思う、
かなりそう思う、と答えた者が９割を占めていた。（表
３）

４．認知症予防教室終了後の OB 会参加者の生活状況
認知症予防教室後の生活状況について実施頻度が週

１～２回以上実施していた者は、「新しい料理を考える
こと」が18名（45.0％）、「旅行の計画」が５名（12.5％）、

「パソコンの使用」が12名（30.0％）であった。一方、
「物事を計画する頻度」を週に１～２回以上実施してい
た者は、29名（72.5％）であった。（表４）

認知症予防教室で特に勧めているウォーキングの実
施については、20名（50.0％）が実施していた。

Ⅳ．考　　察

今回の認知症予防教室では自主活動グループ結成時
の継続率は86.2％で、他の報告に比べ高かった10,12-14）。
さらに自主活動グループへの新規参加者も確認できた。

自主グループの形成・継続には、個人の健康改善の
自覚14）や会場確保などの設備的な問題も影響するが16）、
メンバー間の交流や社会的なつながりを感じることが
重要となることが報告されている16）。本教室の参加者は
日々の交流やウォーキングマップづくりなどにより共
通の生活圏の話題を通して、互いに関心をもつことで
相互関係が構築され、高い継続率につながったと考え
る。さらに、自主活動グループへの新規参加者の入会は、
自主活動グループメンバーの良好な関係性がなければ
起こりえず、気軽に参加できる雰囲気づくりがされて
いたと推察できる。このような新規参加者も含めた仲
間との交流が自主活動グループを楽しく、続けたいと
いう思いにつながっていると考える。

介護予防教室の継続は、2014年に厚生労働省により
地域支援事業の充実の一つとして単に運動機能や栄養
状態の改善だけではなく、日常生活の活動を高め、社
会への参加が促された17）成果と考える。また、高齢者
を対象とした健康教室の継続は、健康余命の延長や新
規介護認定者の発生率の抑制17）や認知機能の改善効果
10）も期待できる。したがって、このような自主活動グ
ループの活動継続は重要な取り組みだと考える。今回
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の認知症予防教室では、教室終了後に結成された自主
活動グループへ修了者の多くが参加するという継続効
果が現れた。

一方で、教室終了直後は１日平均歩数が有意に高く
なる9）ほどウォーキングが生活に取り入れることができ
ていたにもかかわらず、OB 会参加者の50.0％がウォー
キングの継続もできていなかった。また、継続の意思
があって自主活動グループに参加したにもかかわらず
退会した高齢者が５名あり、教室終了者の2016年まで
の継続率は75.9％と低下していた。教室終了後から自主
グループ活動までの期間が各地区で異なることや体調
不良などを理由にした退会もあり、継続率の低下が自
主活動グループのプログラム内容の影響によるもので

あるかは明確でない。しかし、認知症予防教室の参加
中は、医師、保健師や栄養士などの専門職が介入する
ことで目標管理をしていたが、自主活動グループにな
ると参加者自身のみでの目標管理となり、目標意識が
薄れ、取り入れていた活動の多くが自然と中断するこ
とにつながったと考える。さらに、参加者が自主活動
グループで継続するための取り組みやプログラムに課
題があった可能性もある。OB 会の参加者は、他の地域
での活動を知りたい、健康の維持・増進、疾病予防に
ついて知りたいと望んでいた。そこで、それぞれの地
域での認知症予防活動の取り組みや、自主活動グルー
プの意義を確認し、活動を推進できるフォローアップ
研修などの支援が必要であると考える。

表２　各会場の継続状況

実施年度 教室参加者 
人数 開催頻度 終了直後の自主活動 

グループの人数

2016年３月時点
の継続人数

（全会員数）

2016年まで
の教室終了
者の継続率

備　　考

A 地区 2012年度 15 ２回 / 月 11（  73.3%） ９（9） 60.0% ２名体調不良により退会

B 地区 2012年度 15 ２回 / 月 14（  93.3%） 13（15） 86.6%
教室参加者男性１名死亡、
新規２名入会

C 地区 2013年度 13 ２回 / 月 13（100.0%） 12（15） 92.3% １名退会、新規３名入会

D 地区 2014年度 15 ２回 / 月 12（  80.0%） 10（10） 66.6% ２名退会

　E、F 地区は出雲市によるフォローアップを行っていないため、自主活動グループの結成時の人数等は把握できていない
　G 地区は自主活動グループの結成を検討中
　H 地区は、認知症予防教室開催時から脱落者が多く、自主活動グループの結成は見送られた

表３　認知症予防教室終了後の自主グループ活動に対する意識
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）　

全く思わない 少しそう思う まあまあそう思う かなりそう思う 非常にそう思う 無回答

認知症予防に効果がある １（2.5%） １（2.5%） ４（10.0%） 18（45.0%） 14（35.0%） ２（5.0%）

楽しい ０（0.0%） ２（5.0%） １（2.5%） 12（30.0%） 25（62.5%） ０（0.0%）

続けたい ０（0.0%） １（2.5%） ３（7.5%） ９（22.5%） 27（67.5%） ０（0.0%）

今のメンバーで続けたい １（2.5%） ０（0.0%） ０（0.0%） 18（45.0%） 20（50.0%） ０（0.0%）

表４　認知症予防教室終了後の生活状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）　

ほとんどしていない 月に１～３回 週に１～２回 週に３～４回 週に５回以上 無回答

物事を計画する頻度 ２（  ₅.0%） ６（15.0%） 11（27.5%） 14（35.0%） ４（10.0%） ３（7.5%）

新しい料理 ９（22.5%） 12（30.0%） 11（27.5%） ４（10.0%） ３（  7.5%） １（2.5%）

旅行の計画 20（50.0%） 14（35.0%） ４（10.0%） ０（  0.0%） １（  2.5%） １（2.5%）

パソコンの使用頻度 21（52.5%） 5（12.5%） ３（  7.5%） ４（10.0%） ５（12.5%） ０（0.0%）
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Ⅴ．結　　論

今回の認知症予防教室終了後に結成された自主活動
グループでの継続率は86.2％であった。自主活動グルー
プ結成前に行った認知症予防教室で日々の交流や共通
の生活圏の話題を通して、互いに関心をもつ事で相互
関係が構築されたことが参加者の継続につながったと
推察できる。認知症予防のための生活習慣の維持には、
地区ごとの交流や認知症予防に関する自主活動グルー
プの意義を確認できる OB 会の実施や活動内容への支援
が重要であると考える。
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